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Ⅰ． 論文内容の要旨 
 
１． 本論文の目的と意義 
 中村洋氏は、2009年 4月に法政大学大学院政策科学研究科政策科学専攻博士後期課程に
入学し、2017 年 11 月に博士学位請求論文『モンゴル国・ゴビ地域における遊牧の自然災
害への脆弱性低減に向けた実証的研究～ドンドゴビ県で発生した2010年のゾドを事例にし
て～』（以下、本論文と呼ぶ）を提出した。 
 本論文は A4版 ワープロ横組みで１頁 44文字 39行（1716字）のフォーマットで書かれ
ており、目次、付録、文献リスト、用語集、補足資料（調査票）等を含めて、合計 252 頁
から成る。 
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（本論文の目的） 
ゾド(Dzud)とは、積雪の多さ、厳しい寒さなどが複合的に作用し、冬から春にかけて家
畜が大量死する自然災害を意味するモンゴル語であり、国連などの国際的な災害所管機関
でも、独自の災害として分類されている。頻発するゾドは、モンゴルの基幹産業である牧
畜業に大きな影響を与え、牧民だけでなく国全体の経済にも悪影響を及ぼしている。しか
しゾド発生のメカニズムの解明やそれに対する有効な対策を見出すための根拠になるよう
な分析はいまだ十分には行われていない。ゾド発生時の頭数減少に関する先行研究では、
ゾドを引き起こす気象現象の一部と頭数減少との関係しか分析されておらず、多様で複合
的な気象現象の全容と牧民のゾドに対応する行動や家畜の死亡との因果関係は十分に明ら
かにされていない。またゾド後の頭数回復に関して牧民世帯によって回復度合いが異なる
ことやそのような差異が生ずる要因などの分析も十分ではない。ゾドを契機として牧畜業
から離れた世帯の転職や復帰の実態やその要因についても定量的に明らかにできていなか
った。 
本論文は、特に気候条件が厳しくゾドが頻繁に発生するゴビ地域のドンドゴビ県サイン
ツァガーン郡で 2010年に発生したゾドを事例とした現地調査の結果にもとづいて、先行研
究でいまだ十分に検証されていない上記のような課題について実証分析を行い、その結果
からゴビ地域における遊牧のゾドへの脆弱性低減に向けた政策的示唆を得ることを目的と
している。 
 
（本論文の意義） 
本論文では、自然災害（ゾド）が家畜頭数に与える影響やその要因を、牧民のゾドから
の回復過程に焦点を当て、開発経済学の貧困研究で発達してきた「資産に基づくアプロー
チ」に依拠して分析している。資産に基づくアプローチとは生産的資産の変動を指標とし
て用いて自然災害などの外生的ショックを受けた世帯が将来回復するのかしないのかを明
らかにし、経済階層の流動性を解明するアプローチである。このアプローチを用いること
により、回復しない世帯と回復する世帯とを区分し、外生的ショックを受け望ましくない
生活水準に陥り回復しない世帯には新しい仕事への就業を促す政策、外生的ショックを受
けても回復できる世帯にはショックを緩和する政策を提言することができる。 
本論文ではゾドの原因となる気象現象を網羅的に分析し、牧民の属性、ゾドへの行動と
頭数減少の因果関係を構造方程式モデリングにより明らかにしている。また牧民のパネル
データより、ゾド後の家畜頭数の回復度合いが世帯によって異なることと、その要因を明
らかにし、ゾド後の頭数の回復度合いを分ける閾値を求めている。そしてゾド発生後の職
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業変化については、牧畜業を離れた要因、転職できた要因、さらに復帰できた要因を、そ
うでない世帯との比較から明らかにしている。これらの研究成果により、ゾドによる家畜
頭数の減少を食い止めるための政策、また家畜頭数の減少により離職を余儀なくされる牧
民に関する政策に具体的な方向性を与えるものとなっている。そこに、本論文の学術的お
よび政策科学的な意義を認めることができる。 
 
２． 本論文の構成と内容 
 本論文は 9章から構成されている。 
 第 1章では、まずモンゴルにおいて自然災害であるゾドが頻発し、牧民に影響を与えて
いることについて、その実態を説明している。2009年の冬から 2010年の春にかけて発生
したゾド（以下、2010年のゾド）では、モンゴル全体で家畜頭数が約 1,130万頭（約 26%）
減少し、モンゴルの 21県のうち 15県、約 77万人（全人口の 28%）が被災し、9,000世帯
（45,000人）が家畜を失い、厳しい生活に直面した。ゾドは家畜の肉や乳を食料に、毛や
皮を防寒用に用い、糞を燃料にする牧民の生存に関わる問題を引き起こし、さらに離職し
首都ウランバートルに移住した世帯では新しい職が見つからず、貧困問題などさまざまな
社会問題にまでつながっている。 
 次にこのようなゾドの種類や要因、ゾドによって大きな影響を受けるゴビ地域がどのよ
うな条件を持っているのか述べている。そしてゾドによる被害を分析した先行研究の成果
と課題、本論文で用いられる開発経済学の貧困研究で用いられる資産に基づくアプローチ
に関する先行研究の成果を整理したうえで、本論文の課題を位置づけている。 
 第 2章では調査対象であるモンゴルの自然環境、経済環境、社会環境について概説し、
またモンゴルにおける遊牧の方法や歴史、ゴビ地域の特徴や牧民の移動性の地域的特徴な
どが述べられている。特にゴビ地域の放牧の特徴として、降水量が年間 100mm程度と比較
的少ないため植生が乏しく、人口密度・家畜密度が低く、冬は温暖であり、家畜は乾燥に
強いヤギとラクダが多く飼養されていること、乾燥地ゆえに植生の回復に時間がかかるた
め、他地域と比較して家畜の移動回数が多いといったことが挙げられている。 
第 3 章では、本論文の主要な分析で用いられる理論枠組みである開発経済学の資産に基
づくアプローチの特徴や本論文でそれを用いる理由等が述べられている。資産に基づくア
プローチとは、生産的資産を指標として用いて、自然災害などの外生的ショックを受けた
世帯が将来回復するのかしないのかを明らかにし、経済階層の流動性を解明するアプロー
チである。外生的ショックを受け望ましくない生活水準に陥り回復しない世帯には新しい
仕事への就業を促す政策、外生的ショックを受けても回復できる世帯にはショックを緩和
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する政策を提言できるところに、このアプローチの政策研究における有効性が認められる
ことが述べられている。そして、そのような観点から牧畜民の自然災害への脆弱性分析に
資産に基づくアプローチを適用した主要先行研究がレビューしたうえで、本論文の研究の
先行研究との関連性と独自性が示されている。 
第 4 章では調査方法や調査地であるマンダルゴビの自然環境やドンドゴビ県及びサイン
ツァガーン郡の社会・経済環境について詳細な説明がなされている。調査地選定の最大の
理由は、2010 年のゾドによりモンゴル国で最大の被害を被った地域ということである。所
有する家畜頭数に基づいた層化抽出法により 148世帯を無作為に選び、2011年・2012年・
2013 年の 1 月に同じ世帯に対して移動式住居“ゲル”を訪問し、調査票を用いた対面式の聞
き取り調査を行っている。また 2016年にかけて補足調査を行い、2004年から 2015年にか
けての調査対象世帯の個別の家畜頭数データをサインツァガーン郡から収集している。 
第５章では調査結果が述べられている。調査世帯の概要や家畜頭数の変化、家畜頭数の
増減要因、牧民のゾド時の認識や行動、牧民の家計の状況、職業変化、ゾドによる離職世
帯の生活変化といったことについて調査によって明らかになった事実が紹介されている。 
第６章では、ゾド発生時の頭数減少の要因について因子分析や構造方程式モデリングに
より、統計的分析を行っている。その結果、ゾドにより頭数を大きく減らした世帯は、世
帯主の年齢、牧畜に従事する世帯構成員の年齢ともに高く、オトル（極端気象災害時に通
常用いている放牧地から家畜群を被害のない（少ない）放牧地に避難させる出張放牧）を
実施していない傾向が見られた。その要因としては、県外に出るような長距離なオトルで
ないと避難効果が得られにくいが、高齢牧民世帯ではそれが困難であることも明らかにな
った。オトルができない場合でも、畜舎内の家畜の寝床を暖かくする作業や乾草の給飼に
よっても家畜頭数の減少を抑えることができるが、頭数を大きく減らした世帯は、高齢な
どにより労働力を確保できず、ゾドに対してそのような有効な行動が取りにくいことも明
らかになった。また、ゴビ地域では、被害を回避もしくは抑制するために他の世帯と作業
を共同する「ホトアイル」と呼ばれる共同体が組織されることが少ないこともゾドの被害
が大きくなることに影響しているという知見も得られた。 
第 7章ではゾド発生後の頭数回復に関する分析を行っている。ゾド前後 10年間のデータ
を用いて、調査対象世帯をゾド後の回復度合いから 4 タイプに分類し、なぜ回復傾向が異
なったのかを分析した。4つのタイプとは、牧畜業を放棄（廃業）したタイプ、ゾドから 3
年後にはまだ頭数が回復していないが牧畜を続けているタイプ、ゾドから 3 年後には頭数
を回復させることができたタイプ、ゾドから 3 年後にはゾド被災前より頭数を増やすこと
ができたタイプ、の 4 つである。これら 4 つのタイプの分岐の要因を分析した結果、ゾド
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後の回復か放棄（廃業）かを分ける閾値が 300SFU（Sheep Forage Unit：羊換算単位）で
あることが推測された。また、ゾド後に牧民間で頭数の回復速度に違いがあること、ゾド
を契機として牧民間で経済階層の逆転が起こっていることが明らかになった。ゾド前より
高い経済階層へと上昇移動した世帯（4つ目のタイプ）は、ゾド前に家畜を他の牧民に譲渡
するなどして頭数調整をすることで、ゾド時の頭数減少を抑え、ゾド後には長距離のオト
ルを実行し、より良い放牧地で家畜を飼育することで、頭数を大きく増やしたことがわか
った。他方、1つ目のタイプの牧民が、ゾドにより家畜をほぼ失い、災害後 4年が経過して
も家畜頭数はほぼゼロのままで回復が見込めないまま、被災以前よりも低い経済階層に下
降移動した最大の要因は、ゾドに対する抵抗力が弱い、つまりゾドによって死に至る確率
の高いヤギの雌に偏った家畜構成にあった。雌のヤギに偏った家畜構成の背景には、先進
国のカシミヤ需要の増加に対応するには雌のヤギの商品価値が高くなったという経済環境、
牧民の食生活を支える乳製品を得るためにも雌のヤギの必要性が高いという社会環境、そ
して雌のヤギの方が干ばつに強い傾向があるという自然環境条件があることも明らかにさ
れた。 
 第 8 章ではゾド後に牧畜業を離れた世帯の世帯主が転職した要因の分析、その後再度牧
畜業に復帰した要因が分析されている。ゾド発生後に牧畜業から離れた世帯は、牧畜を始
めた年が最近で、女性の牧民数が少なく、ホトアイルがない傾向が見られた。ゾド発生後
に牧畜業を離れた世帯で転職できたのは、世帯構成員が若く、世帯主が低学歴の世帯でイ
ンフォーマルな季節的な労働への転職が多かった。一方、高度な教育を受けた人の受け皿
となる近代的な産業が乏しかったため高卒以上は転職していない傾向が見られた。 
第 9 章では以上のような調査とその結果の分析を踏まえた政策提言を行っている。放棄
（廃業）と回復の閾値となった 300SFU 以上の世帯は、ゾド発生後も頭数を回復させてお
り、その最大の要因がオトルの有無にあることが明らかになったことを踏まえ、ゾド時に
は、その影響を緩和し、ゾド後に家畜頭数を回復させやすくするためには、牧民がこれま
で以上にオトルを容易に実行できるように条件を整える政策が有効だと提言している。一
方、300SFU 以下の世帯はゾドに対する脆弱性が高く、オトルという選択肢も事実上ほと
んど与えられないまま、結果的に牧畜から離職しているが、そのようなタイプの中には、
高学歴世帯と低学歴世帯の差異が問題になっていることが明らかになったことを踏まえ、
高学歴の世帯主に関しては、牧畜業に関連する近代的な産業への移動を促進することが有
効であり、そのためには高度な教育を受けた人材が従事できる加工業やサービス業など近
代産業の育成が必要となっているという政策課題が示されている。また、低学歴世帯につ
いては、インフォーマルセクターへの転職はできるものの安定的な生活は望めないため、
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ゾドへの抵抗力や耐性の強い植物を育成・管理しながら、定住に近い形でゾドに対する脆
弱性を低減できる新たな牧畜形態の構築が喫緊の政策課題とされるべきであると提言され
ている。 
 
Ⅱ． 審査結果の要旨 
１． 審査経過 
 2017年 11月 30日に中村氏から本論文の提出を受け、大学院公共政策研究科教授会によ
り同年 12 月 19 日に設置された学位論文審査小委員会は、その後の書面等によるさまざま
な形式の予備的な審査の後、2018 年 9 月 29 日に中村洋氏も交えて第 1 回審査小委員会を
開催し、最終的な改善点などを確認した。その後、2018年 11月 10日、一般公開のもと全
体でほぼ 2時間にわたって中村氏より学位論文審査小委員会委員に対する口頭説明を受け、
それを踏まえて試問を行い、その後の第 2 回審査小委員会で合否判定の審議を行った。そ
の結果、審査小委員会として中村洋氏に博士の学位を授与することが適当であるとの結論
に達した。 
２． 評価 
 モンゴル国・ゴビ地域における遊牧民のゾドの際の行動や家畜頭数の変化や対応策につ
いて適切な問題設定・調査・分析を行い、これまでの先行研究の上に新しい貢献を積み上
げたという点で、全体として高く評価できる。 
 まず手法の選択について、開発経済学の貧困研究で用いられる資産に基づくアプローチ
を用いたことは、経年変化を的確にとらえる手法として適切であり、また新規性があると
評価できる。 
次に現地調査については、ゾド後 3か年に渡り、150件近くのサンプルについて継続的な
聞き取り調査を行っており、後続の研究者にも資する貴重な調査結果を導き出しているも
のとして評価できる。調査地の選定はゾドの被害が特に甚大な地域を選定しており、また
サンプリングについては、それぞれの村の家畜頭数階層ごとの層化抽出でサンプリングを
行い、周到にバイアスを排除できるような設計になっており適切である。調査の実施につ
いても、質問紙による聞き取り内容を調査者が即時調査票に記入し、家畜頭数についても
郡が所有する公式の家畜頭数データを入手し分析するという形で、円滑かつ正確なデータ
収集ができるよう設計され実施されており、適切な調査に基づく研究成果として評価でき
る。 
 次に主な分析内容である。第 6 章ではゾド時に頭数を減らした世帯と減らさなかった世
帯の気象現象への認識の違いや世帯主の年齢の差、ゾド時の家畜構成の差、オトルの有無
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などをノンパラメトリックな検定により検出している。また因果関係を検証するために構
造方程式モデリングという手法を用いている。調査設計に改善の余地はあるものの、これ
らの分析から、調査地における 2010年のゾドでは、冷えの影響を遠因とし、嵐の影響をト
リガーとして家畜の大量死が起こったこと、長距離のオトルが家畜の死亡頭数を低減させ
る有効な手段である事が裏付けられた。これらの分析はいずれも説得力がある。 
 第 7 章ではゾド後の家畜頭数回復率によって世帯を 4 タイプに分類し、資産アプローチ
の実証研究を用いて、ゾド後の家畜頭数回復の違いはどのような要因によるのかについて
分析している。タイプ分けすることによって、ゾド後の家畜頭数の回復にどのような要因
が関わっているのかを明確に考察できており、ゾドに対する脆弱性を低減させる方向性を
示唆する上で大変有効であり、この分析については特に高く評価できる。 
第８章では、先行研究では必ずしも十分に焦点を当てられてこなかったゾド後遊牧から
離れた世帯についての属性分析とヒアリング結果を行っていて、貴重な成果を導いている。
特に、離職世帯のうち転職は学歴の低い世帯の方が多いこと、また牧畜に復帰する世帯で
は行政や親族からの支援が復帰を後押ししていることなど、今後の政策にも示唆に富む知
見が得られていることは高く評価してよい。離職者に転職先でヒアリングするという困難
な調査を実行し、労働移動・職業移動という視点からモンゴルの遊牧民の生活実態を明ら
かにしたことは、極めてチャレンジングであり、そこからさらに、高学歴者の労働移動・
職業移動の方が低学歴層より難しいという、モンゴルの経済・産業構造に起因する問題点
を析出したことも、政策研究上の貢献として大いに評価できる。ただし、本研究の対象事
例は一つの地域に限定されたものであり、ゾドの発生から 3、4年後という短時間の経過に
限られていて、サンプル数も多いとは言えないなどの問題もあり、今後より洗練された調
査やさらに精緻な分析が行われることを期待する。 
以上述べたように、本論文の課題へのアプローチ、調査手法、分析手法やそこから得ら
れた成果、そこから導かれた政策的示唆は総体的に高い評価に値すると思われる。 
 
３．結論 
 中村洋氏の博士学位請求論文は、綿密な実証的調査研究と緻密な分析に裏打ちされた論
旨の展開、それにもとづく斬新な問題発見と具体的な政策提言など、いずれの点から見て
も先行研究に類例のない独創性と学術的な貢献が顕著に認められるものであり、博士号の
授与に十分に値するものと考えられる。 
 したがって、本論文審査小委員会は、委員全員の一致した意見として、中村洋氏に博士
（政策科学）の学位が授与されるべきであるとの結論に達した。 
